
第５期科学技術基本計画及び科学技術イノベーション総合戦略の推進に必要な政策立案調査 ロジックモデル

事業の目的：科学技術イノベーション関連データを蓄積し、政策立案者及び法人運営者が簡易に分析可能なシステ
ムを構築することにより、第５期科学技術基本計画及び統合イノベーション戦略の実行を支援、ＥＢＰＭを的確に
行いイノベーションや経済成長に貢献を支援及び国立大学・研究開発法人がＥＢＭｇｔを的確に行うことによる法
人運営の改善を支援する。(ＥＢＰＭ：Evidence Based Policy Making、ＥＢＭｇｔ：Evidence Based Management)

予算額
【2016年度】 ３６．６百万円
【2017年度】 ９０．６百万円
【2018年度】１７１．０百万円

エビデンスシステム開発
・科学技術イノベーション関係
活動の担い手活動等の情報を把
握するために調査する。
・エビデンスシステムのために
必要なデータ、分析方法、表示
方法等を調査する。

エビデンスシステムの利用拡大
【2018年度目標】内閣府での利用
【2019年度目標】政府内での利用
【2020年度目標】国立大学・研究開
発法人内での利用

・行政職員、機関職員のエビデン
スとなるデータ収集の効率化

・ＥＢＰＭによる政策立案の高度化
・ＥＢMgtによる法人運営の高度化

第５期科学技術基本計画第７章
（４）

【2016年度】科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ関
係活動の担い手の委託調査(1件)
【2017年度】エビデンスシステム方
式検証に向けた委託調査(4件)
【2018年度】エビデンスシステムのﾌﾟ
ﾛﾄﾀｲﾌﾟに向けた委託調査(4件)

・エビデンスシステムの利用可能機
関数

・行政、機関職員のデータ収集に
要した時間

・国立大学・研究開発法人等におけ
る研究力（論文数、被引用回数トッ
プ１０％論文数の割合等）
・産業界による国立大学・研究開発
法人等への投資額（企業からの共
同研究の受入額、特許権実施許諾
額）

インプット アクティビティ アウトプット アウトカム インパクト

手段と目標の因果関係に関する検討の結果
目標（EBPM、EBMｇｔ実行の支援)と手段(エビデンスシステム※の整備)に関する、直接の因果関係を示す研究・調査報告等はまだないものの、米国では政府の科学投資がどのような
社会的影響をもたらしたかを解明するためのシステムを整備する取り組みがある(STAR METRICSプロジェクト)。また、多くの行政官がエビデンスの取得のためのデータ検索、分析に
多くの時間を割いており、かつ十分なデータの取得が困難な状態である。エビデンスシステムは、広く科学技術イノベーション関連データを蓄積し、エビデンス取得のためのデータ検索、
分析を効率化するシステムであるため、EBPM、EBMgt実行を支援することが見込まれる。
※エビデンスシステム：科学技術イノベーション関連データを蓄積し、政策立案者及び法人運営者が簡易に分析可能なシステム

【注】上記の表は、2016-2020年度の範囲で想定した



部局名：政策統括官（科学技術・イノベーション担当） 
EBPM 対象事業名：第５期科学技術基本計画及び科学技術イノベーション総合戦略の推進に必要

な政策立案調査 
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【１】課題把握・目標設定 

【課題】 

・我が国ではエビデンスとなるデータが様々な形式・様式で、かつ各府省庁等に

分散しており、多くが二次利用及び機械判読が困難であるとともに、データを

継続的に収集し、ビッグデータとして様々な角度から分析するシステム・体制

も不十分 

・行政官や国立大学・研究開発法人の職員がエビデンスの取得のため既存のデー

タや分析の検索に多くの時間を割いており、かつ政策立案や法人運営に十分

なエビデンスの取得が困難な状態 

【目標】 

・行政官がＥＢＰＭを的確に行うことによるイノベーションや経済成長への貢

献を支援及び国立大学・研究開発法人がＥＢＭｇｔを的確に行うことによる

法人運営の改善を支援 

・上記達成のため、エビデンスシステムを構築し、2019 年度までに政府内利用

の開始、2020年度までに国立大学・研究開発法人内利用の開始を実現 

 

【２】政策手段の比較・検討 

・本事業ではＥＢＰＭやＥＢＭｇｔ実行の支援のために、内閣府(科学技術・イ

ノベーション担当)がクリアリングハウスとして、政府や国立大学・研究開発

法人等が保有するデータを含め、政策立案及び法人運営に必要な科学技術イ

ノベーション関連データを収集して、標準化やデータ間の連結・連携等も行い

つつ、二次利用性及び機械判読可能性を確保した形でデータを蓄積し、エビデ

ンスシステムを構築する。 

・他の手段として、各機関が独自で、保有するデータを集め政策立案及び法人運

営を進める方法も考えられるが、必要なデータは重複していることが考えら

れ、投資効率が悪い。 

・このため、内閣府(科学技術・イノベーション担当)が科学技術イノベーション

関連データを収集して、標準化やデータ間の連結・連携することにより、政策

立案及び法人運営の高度化に資する。 

  



部局名：政策統括官（科学技術・イノベーション担当） 
EBPM 対象事業名：第５期科学技術基本計画及び科学技術イノベーション総合戦略の推進に必要

な政策立案調査 
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【３】手段と目標の因果関係の検討 

・目標（EBPM、EBMgt実行の支援)と手段(エビデンスシステムの整備)に関する、

直接の因果関係を示す研究・調査報告等はまだない。 

・米国では、政府の科学投資がどのような社会的影響をもたらしたかを解明する

ためのシステムを整備する取り組みがある(STAR METRICSプロジェクト)。 

・また、多くの行政官がエビデンスの取得のためのデータ検索、分析に多くの時

間を割いており、かつ十分なデータの取得が困難な状態である。 

・エビデンスシステムは、広く科学技術イノベーション関連データを蓄積し、エ

ビデンス取得のためのデータ検索、分析を効率化するシステムであるため、

EBPM、EBMgt実行を支援することが見込まれる。 

 
【４】効果の測定 

・エビデンスシステム方式検証に向けた委託調査により、科学技術イノベーショ

ン関連データを蓄積し、政策立案者が簡易に分析可能なシステムの方式検証

を完了した。 

・本成果は、2018 年策定の統合イノベーション戦略の立案において、迅速なエ

ビデンスの表示で効果を発揮した。例えば、大学等発ベンチャーと研究開発法

人発ベンチャーの設立数や、大学や研究開発法人での共同研究費の民間から

の受け入れ額があげられる。 

・内閣府内での利用(2018年度目標)、政府内での利用(2019年度目標)、国立大

学・研究開発法人内での利用(2020 年度目標)を達成して、政策立案や法人運

営に向けた利用機関数等で効果を測定していきたい。 

・行政、機関職員のデータ収集に要した時間を指標として、エビデンスとなるデ

ータ収集の効率化の効果を測定することが可能である。 

・一方、上記指標の測定のためには、行政、機関職員の手間を発生させることか

ら、その対費用効果を考慮し、実施の要否を検討する。 



○内閣府内、政府内、国大や研発への展開に向け、データ
可視化・基礎的分析が可能な最低限のプラットフォーム
を構築します。

○エビデンスシステム構築に向け、データ活用に係る要件
定義、データ可視化・基礎的分析事例を整備します。

○エビデンスシステムに必要な、科学技術イノベーション
関連データを整備します。

○大学・研発等の資金・人材等データを用いた分析をする
ため、データクリーニングを行います。

○応用分析システムを開発します。具体的には、科学技術
イノベーション領域内のデータ連携基盤の整備、科学技
術イノベーション領域と各分野とのデータ連携、データ
連携基盤を利用した応用分析システムの開発等です。

■事業概要
○第５期科学技術基本計画及び統合イノベーション戦略
の推進に向け、政府のＥＢＰＭ、国大や研発のＥＢＭｇｔ等
を支援するエビデンスシステムの構築のために必要な調査、
開発を行います。特に、エビデンスベースの構築のため
の体制強化、及び第５期基本計画に基づく目標値・指
標に関する内容を拡充します。

■目的
○エビデンスシステムの構築
科学技術イノベーションに関連するインプット、アク
ティビティ、アウトプット、アウトカムのデータを収
集します。２９、３０年度で試作するエビデンスシス
テムの更なる洗練化・高度化により、内閣府内、政府
内、国大や研発へ展開します。

○第５期科学技術基本計画のフォローアップへの活用
エビデンスシステムを用いた分析を第５期科学技術基
本計画のフォローアップに活用します。

国

謝金、旅費等

委員、有識者等

事業者

役務等の対価

〇総合科学技術・イノベーション会議の司令塔としての
エビデンスに基づく分析・政策立案機能が強化され、
データを活用した、第５期科学技術基本計画の進捗把
握、課題の抽出、政策立案への反映というＰＤＣＡサ
イクルにより政府全体の政策の質の向上が図られます。

ＥＢＰＭ： Evidence Based Policy Making
ＥＢＭｇｔ：Evidence Based Management

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ 期待される効果

２

第５期科学技術基本計画及び科学技術イノベーション総合戦略の推進に
必要な政策立案調査（内閣府 科学技術・イノベーション担当）

2８年度予算額 ０．３７億円、 2９年度予算額 ０．９１億円、３０年度予算額 １．７１億円



時系列分析

統計的分析

構成要素分析

ﾗﾝｷﾝｸﾞ分析

ｸﾗｽﾀﾘﾝｸﾞ分析*

関係性分析

地理的分析

比較分析

複合分析

関係的情報

（著者名、機関名 等）

カテゴリー情報

（分野・テーマ、キーワード 等）

地理的情報

（著者・機関の国名 等）

数的情報

（ページ数、引用文献数 等）

時間的情報

（出版年、被引用年 等）

統計関係類

科学技術研究調査
学校教員統計調査

民間企業の研究活動調査
全国イノベーショ ン調査報告 等

各種調査

博士人材データベース
博士課程修了者進路実態調査
研究者の交流に関する調査 等

論文・特許DB

J-Dream Ⅲ
商用論文データ

商用特許データ 等

その他

企業情報、マーケット情報
社会課題に関するデータ 等

全体俯瞰

ズーム

フィルター

詳細化

探索

ソート

抽出

分析したい情報の選択 適用したい分析手法の選択 分析結果とその活用

総合的なデータベース（エビデンスシステム）のイメージ

各機関が保有する個別データベースでは得られない分析結果

CSTI 独自の情報

科学技術関係予算

府省共通研究開発管理ｼｽﾃﾑ

大学・研究開発法人のデータ

情報属性
（論文の場合の例）

政府全体から見た
より適切な資金配分
（ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ）の立案

若手研究者や
ベンチャーへの
適切な資金配分

ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞﾃｸﾉﾛｼﾞｰ等
への適切な資金配分

制度改革の
効果検証

ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ、
ﾆｰｽﾞとｼｰｽﾞのﾏｯﾁﾝｸﾞ

の推進

日本の強み・弱みを
踏まえた施策の立案

地域のニーズに
即した政策展開

分析結果・データ
の見える化

政策立案
への活用

政府全体の
資金配分の状況

研究者年代別／
企業規模別の政府
資金の配分状況

萌芽的な研究開発
領域の特定

大学・国研等の運営
状況等の見える化

課題解決に資する
研究・技術シーズ

海外と比較した
日本の強み・弱み

地域経済の活性化に
資する研究・技術

投入される
データ

優れた視認性

統合された
多様なデータ群

情報の属性に着目した分析 容易な操作性

分析手法 分析操作

*互いに似た性質の
ものをグルーピング
する分析手法 1
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